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Ⅰ．背　　　景
　日本は 1945 年 8 月 6 日に広島，9 日に長崎に，世
界で最初に原子爆弾が投下され，それ以降，国民の放
射線に対する意識は，他国と比較して非常に敏感にな
ってきている．原子爆弾により数十万人の犠牲者（広
島では 308,725 人，長崎市では 175,743 人が原爆死没
者名簿［2017 年 8 月時点］に記載されている）1，2）が
出た．原子爆弾は核分裂により多大なエネルギーを発
生させると同時に，多くの放射性同位元素を生成し，
それから放出される放射線が二次的な障害を与える．
被曝者たちは爆発の影響から逃れても，この放射線に
より，後に体の障害（発がん）が発生したり，また被
曝とはまったく無関係である自分の子孫（子や孫な
ど）にも障害（遺伝的影響）が生じる可能性があるこ
とで，生涯，放射線に対して恐れをなすようになった．
　この悲惨な歴史的事実は広島や長崎に関係する人々
だけではなく，日本国民，そして世界中の人々に知ら
しめ，二度と起きないようにすることが非常に重要で
ある．そのため文部科学省は，義務教育課程で広島，
長崎の原爆投下の事実を教育するように定めている．
このような中で放射線教育は行われるようになったが，
時代ととともに，その感覚は次第に薄れている感がみ
られた．義務教育においては，放射線関連項目が少な
くなり，実際には行われないような事態が生じてきた．
その問題を解決するために新たな教育体制を整える必
要が生じ，放射線教育を復活させようとした正にその
とき，2011 年 3 月 11 日に福島原子力発電所の事故が
起きた．
　原子力の研究・開発・利用を推進し将来のエネルギ
ー資源を確保することと，学術の進歩と産業の振興と
を図り，人類社会の福祉と国民生活の水準向上に寄与
することを目的として 1955 年 12 月 19 日に原子力基
本法が制定された．原子力発電は，その法律の中の原
子力利用に大綱が定められた．日本で最初の原子力発
電は，1963 年に東海村の動力試験炉で行われた 3）．
原子力発電所の設立は，日本の経済発展と生活の向上
のための電力源としての主要な柱として位置づけられ
た．それに基づき原子力発電所の設立が各電力会社で
始まり，事故前には商業用原子力発電所の原子炉は
50 基を超えた．2017 年 3 月時点では，福島第 1 原子
力発電所（6 基）が減ったとはいえ，原子力発電設備
容量としては，米国（25.5％），フランス（16.1％）に
次いで第 3 位（10.1％）の原子力大国となっている 4）．
事故により原子力政策が崩れる可能性が出てきた．そ
こで，前述の放射線教育のための副読本の改訂時に，
原子力発電所の事故の記述などを加えた．小学校，中
学校，高校の放射線教育の充実を図ることにより，将
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来的にも継続的に国民の理解を得ようとして，放射線
教育を初期教育課程から十分に行えるように各教育機
関に副読本を配布した 5）．
　放射線は目にみえず，肌で感じることができないた
め，一般の人々にとっては非常に理解しがたいととも
に，被曝によって将来的になんらかの障害（身体的影
響）が起きる可能性があることで不安感もある．さら
に自分自身が被曝していなくても，両親や祖父らが被
曝した場合にも，なんらかの障害（遺伝的影響）が起
きる可能性もある．今までに放射線に関する十分な教
育を受けている教育者は，物理を専門としている理科
教師の一部にすぎない．このような中で副読本をもと
に初等・中等教育が可能であるか否かを考えると，非
常にむずかしい．実際，中学校教員に対するアンケー
ト結果などから，放射線に関する十分な知識をもって
教えられる人が少ないなどの問題が指摘されてい
る 6〜10）．また副読本の内容に関してもむずかしすぎ
るため，やさしい解説本などを新たに作成して教育を
行っている自治体もある 11〜13）．筆者らは大学歯学部，
大学院および病院で放射線を専門に教えている．医療
従事者にとっては，X 線をはじめとする放射線は日
常業務で扱うことから身近なものになっている．しか
し放射線に対する理解は十分とはいえず，過度な恐れ
や不安を抱いているものも少なくない．放射線を扱う
医療従事者（たとえば医師，歯科医師，診療放射線技
師）になるためには，大学時代にある一定時間の教育
を受けなければならない．
　この中で歯学部は，歯科医師国家試験の受験科目と
して歯科放射線学が当初から必須であったことから，
大学時代の歯科放射線に関する教育時間は 100 時間を
超え，十分な時間の教育を受けている．このような学
生を教え，また大学病院における放射線管理の責任的
な立場である放射線取扱主任者を兼任している教員の
立場から，副読本をみると，はじめてみた語句も散在
し，多くの語句は通常の医療従事者でもはじめてみる
ことがわかった．そこで歯学部の学生が初等・中等教
育の教材である副読本をどの程度理解できるかを調べ
ることで，これからの放射線教育の礎とすることを目
的とし研究を行ってきた 14，15）．
　事故後は放射線に対する国民の関心が高まり，政府
も原子力発電の存続のため放射線教育にかなり力を入
れてきている．このような放射線教育に対する施策の
大きな変動があったことから，今までの初等教育にお
ける放射線教育の歴史を振り返えるとともに，このき
っかけを起こした福島原子力発電所の事故を省みるこ
とも同様に重要である．
Ⅱ．初等・中等教育課程における放射線 
教育の歴史
1．小・中学校の放射線教育
　第二次世界大戦後，日本の学校制度が根本から改め
られることになった．現在の小学生は小学校尋常科と
して 6 年制，中学生および高校生が中等学校として 5
年制の教育体制であった．昭和 22（1947）年 3 月 31
日に公布（翌年 4 月 1 日施行）された学校教育法第 1
条で，学校とは，幼稚園，小学校，中学校，義務教育
学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，大学
および高等専門学校と定義され，第 49 条で義務教育
は小学校 6 年，中学校 3 年と定められ，現在の小 6・
中 3・高 3・大 4 制となった．初等教育（小・中），中
等教育（高）に関しては，教育内容の基本となる学習
指導要領が昭和 22（1947）年に作成された．
　学習指導要領における放射線教育の取扱いをみると，
時代によって大きく変化している．事故前に初等教育
における放射線教育の重要性が話し合われ，中学校理
科では 30 年ぶりに放射線に関する記述が復活する予
定であった．その結果，文部科学省は小学生用，中学
生用，高校生用の 3 種類の放射線に関する副読本を平
成 23（2011）年 10 月に発行した 16）．しかし副読本作
成時には事故はまったくの想定外であり，事故後の発
行にもかかわらず，事故について記載がなく改訂を余
儀なくされた．改訂版は小学生用と中・高校生用の 2
種類として平成 25（2013）年 12 月に発行された 5）．
内容は半分が放射線関連で，残りが原子力関連および
原子力事故についての記述である．
　これまでの指導要領における放射線の扱いの変革を
みると，小学校学習指導要領解説理科編では「放射
線」の語句は現在まで登場していない 17）．「放射線」
の語句は昭和 33（1958）年 10 月施行の文部科学省の
中学校学習指導要領の理科の科目中にはじめて登場し
た 18）．指導要領は昭和 22（1947）年に学習指導要領
理科編（試案），昭和 26（1951）年に中学校・高等学
校学習指導要領理科編（試案）の改訂版が出されたが，
中学校編では，「放射線」の語句は登場しなかった．
中学校学習指導要領・昭和 33（1958）年改訂版では，
第 3 学年の目標の一つで「物の運動，光および電磁気
の性質と法則を現象を通して理解させ，また，物質の
構造や電波についての初歩的な知識を得させる」こと
が掲げられた．細項目で「電波が受信できること，お
よび原子の構造の大要について指導すること」とされ，
この中で「ラジオの波，光および X 線はすべて電波
であることを知る，X 線は透過力が大きいことを知
る」ことなどが記載され，「放射性元素は放射線を出
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すことを知る」ことも記載された．ここで「X 線」，
「放射線」の語句がはじめて登場した．しかし昭和 44
（1969）年（昭和 47［1972］年 4 月施行）に改訂され
たときには「X 線」の語句は削除されたが，「放射
線」の語句は「放射性元素の原子は，放射線を出して，
ほかの元素の原子に変わること」として残った．さら
に昭和 52（1977）年（昭和 56［1981］年 4 月施行）
の改訂では，「放射線」の語句も削除された．その後，
平成元（1989）年（平成 5［1993］年 4 月施行），平
成 10（1988）年度（平成 14［2002］年 4 月施行），平
成 15（2003）年度（2003 年 12 月改正）にも改訂され
たが，「X 線」，「放射線」の語句は復活することはな
かった．とくに 1998（平成 10）年では，“ゆとり” の
中で “特色ある教育” を展開するという考えのもと，
どの教科も学習内容が 30％ 程度削減された．平成 19
（2007）年度（平成 20［2008］年 3 月告示）の改訂に
より，31 年ぶりに理科第 1 分野で「放射線」の語句
が新しく追加された．第 3 学年ではエネルギーが柱と
なり，その細目にエネルギー資源（放射線を含む）に
「放射線」の語句が加わった．具体的には「人間は，
水力，火力，原子力などからエネルギーを得ているこ
とを知るとともに，エネルギーの有効な利用が大切で
あることを認識すること，さらに放射線の性質と利用
にも触れること」と記載されている．「原子力発電で
はウランなどの核燃料からエネルギーを取り出してい
ること，核燃料は放射線を出していることや放射線は
自然界にも存在すること，放射線は透過性などをもち，
医療や製造業などで利用されていること」などにもふ
れることとしている 19）．すなわち，放射線は特別な
ものではなく，いつでも，どこでも身近にあるもので，
日常生活に役立つものであることを教育することに重
点をおいている．また，福島原子力発電所事故前に作
成されたものであるので，原子力発電の重要性を重視
していると考えられる．
　まとめると，1951（昭和 26）年では科学技術の発
展としての放射線利用（X 線の性質と利用），1958
（昭和 33）年に原子力平和利用の学習（放射線同位体，
α線，β線，γ線）といった内容の変遷で放射線教
育が行われた．1977（昭和 52）年の「ゆとりの中で
特色ある教育を展開する」といった文部科学省の提言
により放射線関連項目が削除された．30 年たった
2008（平成 20）年にエネルギー教育（放射線の性質
と利用）で再び放射線教育が行われるようになっ
た 20）．
2．高等学校の放射線教育
　放射線に関する知識は高等学校の理科・物理の科目
で教えることが基本であった．昭和 22（1947）年に
公布された「学校教育法」で定義された新制高等学校
は，1 年間の準備期間を経て昭和 23（1948）年度から
発足した 21）．大学に進む生徒のための課程と設備を
もつと同様に，卒業後ただちに職業につくもののため
に必修教科と選択教科の二つに分けた．理科は物理，
化学，生物，地学の選択教科に分かれ，うち 1 科目は
選択のうえ必修すべきものとした．「高等学校学習指
導要領─物理・化学・生物・地学」（試案）の物理科
の中に，粒子線とふく射線（放電，電子線，エックス
線，放射能，スペクトル，結晶構造）の項目が含まれ
た．昭和 23（1948）年の新制高等学校教科課程の改
正では内容の変更はなく，必修教科と選択教科の区別
をなくし，基本はすべてが必修科目としたが，細分の
科目で選択とされた．理科は結果的に 1 科目の選択必
修科目で同じであった．
　現行の高等学校学習指導要領解説；理科編の「物理
基礎」によると，物理Ⅱからエネルギーとその利用が
移行し，放射線および原子力の利用とその安全性の問
題にもふれることになった 22）．原子力については，
さらにα線，β線，γ線，中性子線などの放射線の
特徴と利用，線量の単位なども含まれている．放射線
がその性質に応じて，医療，工業，農業などで利用さ
れていること，とくに医療では MRI，レーザー，超
音波の利用も追加された．理科全体にいえることであ
るが，観察に関しては霧箱や放射線測定器を用いて放
射線の観察，測定を行い，放射線の利用や安全性の問
題について探究させることなどを述べている．原子核
については，原子核の構成，原子核の崩壊および核反
応について理解させることが狙いであり，原子核の構
成，原子核の崩壊，半減期，核分裂，核融合，原子核
反応を扱い，質量とエネルギーの等価性にもふれるこ
とになった．具体的には，α線，β線，γ線，中性
子線の物質に対する透過力の違い，日常生活における
被曝線量（実効線量とシーベルト［Sv］）の違い，原
子力発電の原理として中性子とウランによる連鎖反応
や原子力発電のしくみを物理基礎の教科書では説明し
ている 23）．
　現在の高校物理では，徳島大学歯学部歯科放射線学
の講義内容に類似する点が多く記述されている 24）．
歯科放射線学の要点である X 線の発生の原理と X 線
スペクトルの分類（連続 X 線と特性 X 線）が記述さ
れている．また大学物理専攻レベルでは必須となって
いるコンプトン効果の数式的な説明，量子力学的内容
（素粒子の分類［ハドロン，レプトン，クオーク］），
自然界の 4 つの基本的力（重力，電磁気力，弱い力，
強い力）と力の統一（電弱理論，大統一理論，万物の
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理論），ヒッグス粒子の発見と大型ハドロン衝突型加
速器（LHC），ダークマターとダークエネルギー，崩
壊系列（ウラン，トリウム，ネプツニウム，アクチニ
ウムの 4 つの系列），半減期の計算（年代測定，放射
性同位元素の放射能量），ウラン 235 の核分裂反応式
と核融合反応式，それによるエネルギー計算，フラン
ク定数の測定法，量子コンピュータの原理など，かな
り高度な内容が含まれるようになった．歯学部では通
常は教えていない内容である，これらの内容を高校時
に理解できているならば，大学での放射線関連の講義
は大きく変更する必要がある．しかし学生に聞くと，
ほとんどの高校ではそれらの内容は受験とは無関係な
ため，教育されていないのが実情である．
　日本学術会議の提言の中で，現行の高校理科は物理，
化学，生物，地学の 4 領域に分けられており，それら
をすべて学ぶ高校生はきわめて例外的であるが，最先
端の科学・技術が直接，われわれの日常生活に深くか
かわっている現代社会においては，基礎的な概念をす
べての高校生が学べるような理科の基礎教育が不可欠
であるとしている 25）．その項の中に放射線・食品・
医薬品などの安全性があげられている．理科の選択科
目は，2014 年のデータでは，物理基礎 65％（化学基
礎 90％，生物基礎 95％），物理 21％（化学 30％，生
物 26％）と化学生物と比較して物理関係が低くなっ
ている．
　一方，海外の放射線教育の一例として，イギリスで
は高校の化学で放射線教育が行われ，化学の教科書に
は，放射能，放射線の種類，半減期，放射性同位体の
利用，放射能の危険性，原爆の仕組み，広島に投下さ
れた原爆，原子炉，原子力発電，水爆，放射性廃棄物
（低レベル，高レベル），天然放射線，スリーマイル島
事故，チェルノブイリ事故などが記述されている 26）．
イギリスは原子力に関する先進国ではあるが，世界的
には原子力発電容量は第 11 位（2.3％）とそれほど高
くはない．しかし，長所だけでなく問題点なども正確
に教育していることがうかがわれる．
Ⅲ．福島第 1 原子力発電所事故
1．放射性同位元素の変化
　事故による原子炉からの公称総放出量は，時期によ
って異なる．原子力安全・保安院（Ⅲ・2 参照）によ
ると，ヨウ素 131（131I）約 1.3×1017 ベクレル（Bq），
セシウム 137（137Cs）約 6.1×1015Bq と推定した．新
た な 解 析 に よ り，131I 約 1.6×1017Bq，137Cs 約 1.5×
1016Bq と修正された．その後原子力安全委員会は，
131I 約 1.5×1017Bq，137Cs 約 1.2×1016Bq と報告した 27）．
当時の研究者の報告では，東北自動車道安達太良サー
ビスエリア（福島県）での放射能の変化割合は，初期
（2011 年 3 月 16 日）の放射性同位元素は，テルル 132
（132Te）47％，132I 37％，131I 2 .3％，134Cs 12％，
137Cs 12％，136Cs 4％ で あ っ た．23 日 後 は，134Cs と
137Cs は 47％，136Cs が 4％，131I が 2％ と 報 告 し て い
る 28）．
　132Te は半減期 3.2 日で，ベータ崩壊し 132I になる．
131I は半減期 2.3 時間で，ベータ崩壊し安定元素のキ
セノン 132（132Xe）になる．最初の 131I は，半減期が
短いため 23 日後にはすべて 132Xe になる．132Te は 23
日後には 0.6％ しか残っていない．この崩壊による娘
核種の 131I は下記の計算式から 132Te の 2.8％ の量に
なるので，ほとんど 0 になる．また 134Cs は半減期 2
年なので，23 日後には 98％ になる．この 134Cs を基
準とすると，23 日間に放射性同位元素の総数は約 1/4
に 減 り，組 成 と し て は「132Te＋132I」か ら「134Cs＋
137Cs」に変化した 28）．
N
N
T T
T
A
B
A B
B
=
-
NB：放射性同位元素娘核種 B の数，NA：放射性同
位元素 A の数
TB：放射性同位元素娘核種 B の半減期，TA：放射
性同位元素 A の半減期
　初期の大気では，希ガスが重要な要因であった．約
6,000〜12,000PBq（P は 1015）の 133Xe が 放 出 さ れ た
と推定されている．放出された 131I の平均全放射能は
約 100〜400PBq で あ り，137Cs に つ い て は 約 7〜
20PBq であった．
　海洋に関しては，131I が海へ流れた．直接放出・流
出量は 10〜20PBq と推定された．137Cs の直接放出・
流出量は，ほとんどの分析によって 1〜6PBq の範囲
であると推定されたが，いくつかの評価は 2.3〜
26.9PBq の推定値を報告している．
　現在初期の放射性同位元素で残存しているのは
134Cs と 137Cs で，原子力発電所を中心に空間線量率が
高いところが残っている．政府は福島県およびその近
隣県における航空機モニタリングによる空間線量率の
結果を定期的に公表している．事故直後の福島市では
3.2μSv/ 時（2011［平 成 23］年 4 月 29 日 補 正 デ ー
タ）であったが，直近のデータ（2016［平成 28］年 9
月 14 日〜11 月 18 日測定）によると福島市は 0.1μ
Sv/ 時未満と 1/30 程度まで減衰している 29）．
2．放射線関連省庁の再編
　放射線関連担当部署は科学技術庁であったが，2001
年の中央省庁再編により文部省と科学技術庁が廃止さ
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れ，統合して文部科学省となった．原子力関係は資源
エネルギー庁（経済産業省の外局）の特別機関であっ
た原子力安全・保安院が所掌していたが，事故の後処
理により 2012 年に廃止され，環境省の外局である原
子力規制委員会へ移行した．また内閣府の審議会の一
つであった原子力安全委員会も同時に廃止され，原子
力規制委員会へ移行した．これ以降，放射線関連の所
掌は文部科学省から原子力規制委員会へと移行となっ
た．原子力規制庁は原子力規制委員会の事務局である
ことが原子力規制委員会設置法 27 条 1 項 2 項に明記
されている．
Ⅳ．福島第 1原子力発電所事故直後の大学の対応
　事故後住民はただちに安全な地域に一時的に避難し
た．避難場所では被曝の有無のスクリーニング検査が
行われたが，測定器および測定者の不足のため，十分
な活動ができなかった．そこで文部科学省は，翌週の
月曜日に担当者の人員派遣の要請を全国の大学などに
行った．徳島大学からは筆者（誉田）をリーダーとし
て，放射線防護専門家，診療放射線技師，看護師，事
務員の 5 人体制のチームを結成したが，出発直前に原
子炉建屋の爆発があり，福島県の広い範囲で生命の危
険性があることから見送りになった．
　その後，発電所周辺住民の本格的な避難が始まり，
また事故収束ができなかったために，放射性同位元素
が福島県の広範な地域に広がり，放射線被曝の懸念が
現れた．住民の被曝検査を行うために，福島県では福
島市，二本松市，川俣町，郡山市，須賀川市，田村市，
白河市，会津若松市，南会津町，南相馬市，いわき市
に会場を設け，緊急被曝医療におけるスクリーニング
（検査）を 2011 年 3 月 13 日〜6 月 30 日にかけて行っ
た．福島県は全国の大学や電気事業連合，自治体など
に放射線専門家の派遣を依頼した．徳島大学では筆者
と放射線防護専門家の 2 人を派遣し，延べ日数 20 日
以上にわたりスクリーニングを行った．当時の緊急被
曝医療におけるスクリーニングに関する配布資料
（2011 年 3 月 13 日〜5 月 26 日）によると，合計では
193,390 人の検査が行われ，13,000〜100,000cpm 未満
（部 分 的 な 拭 き 取 り 除 染 を 行 う）は 894 人 で，
100,000cpm 以上（全身除染を行う）は 102 人であっ
た．
　その後，線量が低下したことで，短時間ではあるが
自宅に戻り大切な物品などを一定量とりに帰ることが
できる「警戒区域内（20km 圏内）への住民一時帰宅
に係る緊急時被曝スクリーニング」が 5 月〜8 月の間
の特定日に行われた．この検査では，参加住民の被曝
スクリーニングを中継所で行う担当者の派遣要請が文
部科学省から各大学にあり，30 大学がこれに応じ 1〜
4 名の派遣を行った．徳島大学も 2 人で参加した．
　福島県は 2011 年 3 月 13 日〜2013 年 6 月 30 日のス
ク リ ー ニ ン グ で は 266,042 人 が 検 査 を 受 け，
100,000cpm を超えた人は 2011 年 3 月までにスクリー
ニングを行った 102 人と報告している 30）．
　このスクリーニングで感じたことは，被曝量を測定
することが主な仕事ではなく，放射線に対する不安の
相談（人によっては 30 分以上）を受けることが重要
な目的であった．放射線に対して不安に思っている人
がかなり存在し，相談する適切な人がいなかったため
である．各スクリーニング会場では全国各地から放射
線専門家が派遣されていたので，住民たちは喜んで相
談にきていた．政府と東京電力関係の人たちの話をほ
とんど信用していなかったことも拍車をかけた．大学
職員の信用はかなり高かったため，個人的な相談事も
多くみられた．「出荷制限がかかっているが，家庭菜
園の野菜を食べても問題ないのか」（川俣町），「避難
地域から車や乳児用の服をもってきたが使用しても大
丈夫か」（双葉町），「牧場の線量が指定の 3.8μSv/ 時
程度だが，従業員の就業時間制限をしなければならな
いのか」（浪江町）など，線量が高い地域から多くの
質問があった．「すべての地域で個人被曝測定をする
にはどうすればよいか」という質問があった．人々が
苦しみ悩んでいる状態でひどいことも行われていた．
持ち込み野菜などの線量測定時に，いくら払えばよい
かと聞かれることが何回かあった．被曝スクリーニン
グは無料であることから，一部の事業者が有料で行っ
ていることがわかった（川俣町）．20km 圏内に一時
的に立ち入りが可能になったとき，入り口付近でマス
ク販売の業者がいたと自衛隊職員から報告があった
（川俣町）．線量が高い福島市では，スクリーニング検
査をしていなかったため，産婦人科病院で診療拒否事
例があった（福島市）．県の話では，スクリーニング
の有無に関係なく診療するように医師会に通達してい
るとのことであった．福島県内で会津若松市は線量が
低いため避難先になったが，避難した生徒が学校でい
じめにあった（会津若松）．0.1μSv/ 時以上のところ
にいると，白血病になると親戚の医者にいわれたので，
洗濯物は外には出さず，なるべく屋外に出ない，また
子どもが福島市で就職が決まったが，福島市は線量が
高いので，断るべきかの相談を受けた（いわき市）．
これらの相談で，同県内でもいじめの問題が存在して
いる，人の不幸につけこんで商売する人がいる，放射
線に対してまったく知識がない医師が風評被害に荷担
しているなどのことがわかった．これらの事実から，
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医療従事者として十分な放射線の理解がないと社会的
な問題に発展する可能性があるので，放射線教育が非
常に重要であると感じた．
Ⅴ．放射線副読本の理解度
1．歯学部学生の理解度
　事故後，文部科学省による新しい 2 種類の副読本の
作成の経緯，また現場でのスクリーニングにおける住
民の相談内容などを受け，国民の放射線に対する知識
の向上が重要で，患者から放射線関連の相談を受ける
可能性がある医療従事者にとっては，よりその問題を
深刻に考える必要があると考えられた．このような背
景のもと，医療従事者の中では診療放射線技師に次い
で放射線教育の時間が多い歯学部学生を対象に教育の
あり方を検討している 14，15）．
　国立大学歯学部の学生を対象に，2014，2015 年に
アンケートによる質問紙調査を実施した．対象者は 1
年 生 79 人（2014 年 40 人，2015 年 39 人），4 年 生 83
人（44 人，39 人），6 年生 72 人（41 人，31 人）とし
た．2013 年 12 月に発行された 2 種類の放射線副読本
（小学生用，中・高生用）の中から，理解されるべき
重要語句をそれぞれ 25 ずつ選択し，理解度を 4 段階
（0：知らない，1：聞いたことがある，2：少し理解し
ている，3：説明できる）で回答してもらった．各学
年において，小学生用と中・高生用から選んだ語句へ
の回答の平均得点の差を比較した．また小学生用の平
均得点と中・高生用の平均得点において，各学年に差
があるかどうかを比較した（表 1，2）．
　小学生用語句では学年による差はみられなかったが，
中・高生用語句では講義後の 6 年生で理解力が高まっ
た（1 年 生 p＜0.05，4 年 生 p＜0.01）［図 1］．小 学 生
用語句と中・高生用語句を各学年で比較すると，小学
生用語句は 1 年生と 4 年生は明らかに理解していた
（p＜0.05）．講義後の 6 年生では中・高生用語句の理
解度が上がったため差がなくなった（図 2）．小学生
用語句では，小学校で習っている「広島，長崎原爆投
下」が，1 番平均点が高かった．2 位以下 5 位までは
「風評被害」，「半減期」，「福島第 1 原子力発電所」，
「放射線」となり，「風評被害」，「福島第 1 原子力発電
所」は今回の事故で出てきた語句で，後は高校で物理
を習わなければ指導要領には含まれていない語句であ
った．理解度からすると平均点 2 以上なら理解してい
ると考えられるが，それに該当するのは「広島，長崎
原爆投下」，「風評被害」，「半減期」だけであった．も
っとも知られていない語句は「航空機モニタリング」
で，1 点未満の聞いたことがない語句としては，「東
海村 JCO 臨界事故」，「放射性ストロンチウム」，「セ
シウム 134」，「セシウム 137」，「ヨウ素 131」，「スリ
ーマイル島原発事故」で，これらの語句は事故前では
専門家でもほとんど知らない語句であった（表 1）．
　中・高生用語句では，全体的に平均点が下がり，2
点以上は「同位体」だけであった．2 位以下は，「原
子核」，「放射線被曝」，「帰宅困難，居住制限，避難指
示解除準備区域」，「電磁波」となり，「帰宅困難，居
住制限，避難指示解除準備区域」は事故後に新しく作
られた語句であった．もっとも知られていない語句は
「空 間 線 量 率」で，そ れ に 続 い て「物 理 線 量」，
「ICRP」，「外部被曝の低減 3 原則」であった．「物理
線量」，「ICRP」，「外部被曝の低減 3 原則」の語句は，
歯科医師国家試験では必須の語句であるが高校では習
わない．「空間線量率」は放射線測定分野では一般的
であるが，それ以外では出てこない語句である（表
2）．「ベクレル」，「自然放射線」，「人工放射線」，「吸
収線量」，「グレイ」，「物理線量」，「ICRP」，「外部被
曝の低減 3 原則」など歯科医師国家試験に出題される
語句に関しては，6 年生になると有意に理解度が高ま
った（p＜0.001）．
　100 時間を超える放射線専門家による講義を受けた
にもかかわらず，このように平均得点が小学生用で
1.49，中・高生用で 1.39 と「少し理解している」2 点
まで届かなかったという結果になったことは，初等教
育で副読本の内容を理解させることは非常にむずかし
く，この内容を理解できる教師も非常に少ないと考え
られる．また 100 時間も教えたにもかかわらず，十分
な教育効果が得られなかったことは，教え方に問題が
あるかもしれない．初等教育では教え方をさらに工夫
する必要があると考えられる．
2．副読本に対する評価
　千葉県内の中学校理科教諭 30 人を対象として 2013
年に教育効果のアンケート調査が行われた 31）．放射
線教育で副読本を使用していない割合は 67％ と，大
半が利用していなかった．放射線教育の課題（複数回
答）として内容がむずかしい（6 人），放射線につい
て言及することがためらわれる（6 人），保護者の反
応が気になる（5 人）といった理由が述べられている
ことから，教員に対して知識教育だけでなく啓蒙教育
も必要であると考えられる．
　岐阜県の理科専門の現職教員 76 人（小学校 22 人，
中学校 38 人，高等学校 16 人）に対して，2014（平成
26）年度に教育経験と意識について，質問紙による調
査が実施された 8）．放射線副読本の使用経験に対して，
授業で使用が 3％，授業計画の参考にした 10％，個人
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表 1．小学生用語句の理解度
順　位 語　句 1 年生（79 人） 4 年生（83 人） 6 年生（71 人） 計 233 人
1 広島，長崎原爆投下 2.51 2.20 1.97 2.24
2 風評被害 2.18 1.98 1.97 2.04
3 半減期 2.08 2.00 1.99 2.02
4 福島第 1 原子力発電所 2.03 1.80 1.83 1.88
5 放射線 1.77 1.83 2.00 1.86
6 放射性物質 1.71 1.70 1.90 1.76
7 放射能 1.78 1.66 1.82 1.75
8 X 線 1.67 1.69 1.90 1.75
9 チェルノブイリ原発事故 1.84 1.57 1.71 1.70
10 避難指示区域 1.78 1.61 1.47 1.63
11 除染 1.68 1.57 1.63 1.62
12 シーベルト 1.38 1.45 1.65 1.49
13 セシウム 1.44 1.31 1.53 1.42
14 再生可能エネルギー 1.61 1.37 1.21 1.40
15 食品中の放射性物質の基準値 1.37 1.22 1.24 1.27
16 空気中の放射線量 1.30 1.23 1.26 1.26
17 100 ミリシーベルト 1.20 1.16 1.32 1.22
18 プルトニウム 1.14 1.16 1.26 1.18
19 スリーマイル島原発事故 0.86 0.82 1.15 0.94
20 ヨウ素 131 0.78 0.71 1.28 0.91
21 セシウム 137 0.77 0.71 1.15 0.87
22 セシウム 134 0.76 0.71 1.15 0.86
23 放射性ストロンチウム 0.61 0.55 0.81 0.65
24 東海村 JCO 臨界事故 0.49 0.60 0.85 0.64
25 航空機モニタリング 0.22 0.34 0.67 0.40
平均得点 1.40 1.32 1.47 1.39
表 2．中・高校生用語句の理解度
順　位 語　句 1 年生（79 人） 4 年生（83 人） 6 年生（71 人） 計 233 人
1 同位体 2.38 2.06 1.89 2.12
2 原子核 2.20 1.83 1.78 1.94
3 放射線被曝 1.86 1.82 1.76 1.82
4 帰宅困難，居住制限，
避難指示解除準備区域
1.82 1.65 1.46 1.65
5 電磁波 1.57 1.47 1.61 1.55
6 アルファ線 1.48 1.37 1.58 1.47
7 ベータ線 1.47 1.36 1.58 1.47
8 ガンマ線 1.37 1.35 1.56 1.42
9 中性子線 1.13 1.11 1.58 1.26
10 ベクレル 1.06 1.17 1.58 1.26
11 内部被曝 1.20 1.02 1.57 1.25
12 外部被曝 1.18 0.98 1.57 1.23
13 自然放射線 0.96 0.77 1.47 1.05
14 人工放射線 0.95 0.73 1.33 0.99
15 吸収線量 0.58 0.64 1.61 0.92
16 グレイ 0.54 0.58 1.54 0.86
17 炭素 14 1.03 0.70 0.79 0.84
18 米の全袋検査 0.76 0.75 0.89 0.79
19 高線量被曝 0.61 0.57 1.21 0.78
20 放射線モニタリング 0.62 0.72 0.97 0.76
21 低線量被曝 0.62 0.53 1.19 0.76
22 外部被曝の低減 3 原則 0.30 0.30 1.17 0.57
23 国際放射線防護委員会（ICRP） 0.30 0.34 0.99 0.53
24 物理線量 0.38 0.31 0.93 0.53
25 空間線量率 0.46 0.35 0.75 0.51
平均得点 1.07 0.98 1.38 1.13
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的に読んだ程度 32％，使用していない 55％ と教育に
はあまり使用されていなかった．内容のむずかしさに
関する質問で，かなりそう思う 24％，ややそう思う
42％ と，大部分の人が，内容がむずかしすぎる，生
徒のレベルに合っていないと考えていた．そのため使
用率が低かったと考えられる．
　2011 年 10 月発行の 3 種類の旧副読本 16）に対して
は，さまざまな議論が取り交わされた 32，33）．とくに
放射線影響に関する記述に異議を唱える人々が多かっ
た．本の記述では「100 ミリシーベルト以下の低い放
射線量と病気との関係については，明確な証拠はない
ことを理解できるようにする」とあるが，疫学調査か
らは低線量の影響が現れているという報告などを無視
して一方的な見解を押しつけているという意見もあ
る 32）．科学編集部（岩波書店）が 2012 年に，47 都道
府県と 19 政令指定都市の教育委員会委員長と教育長
宛てに，旧放射線副読本についてのアンケートを行っ
た 33）．回答は 16 件（回収率 24％）であった．「本年
度に文科省副読本を使う予定がある学校の数と割合」
の質問に対して，静岡市（静岡県の浜岡原発停止中）
は小学校から高等学校まで 100％，大分県（対岸の愛
媛県に伊方原発立地）は高等学校で 6 割弱，ある県の
教育委員会は小・中学校でそれぞれ 7 割と 9 割との回
答だけだった．ほかは把握していないという回答であ
った．また福島県と静岡県では，独自に放射線にかか
わる副読本を作っているとの回答であった．回答が得
られたのは原子力発電所隣接地域からだけであった．
福島県では幼児からの放射線教育を念頭に，小学生と
中学生をそれぞれ学年別に 3 段階に分けた指導内容で
230 ページにわたる指導資料を平成 23（2011）年度に
作成し，毎年改訂している 11）．同様に柏崎刈羽原子
力発電所が立地されている新潟県では，小学校，中学
校の放射線教育のために「放射線等に関する副読本の
活用の手引き」を教育委員会が作成し，副読本を使用
している．文科省の放射線副読本だけでは，教えるこ
とがむずかしいと考える教員のための方策だと思われ
る 12）．福島県と隣接している群馬県では，前橋市と
高崎市の教育委員会が小学生・中学生用に副読本を教
えるための教員用の放射線に関する指導資料を作成し，
放射線教育に力を入れている 13）．指導資料の作成は，
すべての教員が放射線教育を行うことがむずかしいた
めと考えられる．
　新しい副読本では，ある程度問題と考えられた記述
は改訂されているものの，原発とあまり関係ない地域
では，放射線教育に関して積極的な姿勢がみられない
ため，副読本に関心が薄いと考えられる．それらの自
治体では，今の教育体制では，副読本の内容を正確に
教えることは非常に困難である．理論的な定義や根拠
が示されている放射線用語の内容に関しては，知識を
つけることで教育が可能となるが，放射線影響などの
科学的根拠が不確かな分野では，教育者の単なる知識
だけで教えると偏りが生じ問題となる．多くの材料を
入手し総合的に判断できる教育者が，副読本を利用す
ることによって現在の放射線教育を正しく行えると考
えられる．すなわち副読本の利用法によって，教育の
あり方がかわるため，教育者の資質が非常に重要とな
り，そのような資質を有する教育者の育成が望まれる．
Ⅵ．放射線に関する知識
1．一般住民
　一般住民を対象として放射線に対する不安感などを
調べた調査は多く存在するが，知識単独を調べたもの
はみられず，設問項目に知識に関する質問が入ってい
図 1．小学生用語句と中・高生用語句の学年間における理解
度の違い
小学生用語句では学年により違いはみられないが，中・高生
用語句では 6 年生になると有意に理解度が上がった（平均は
6 年を含んでいるため統計処理からはずしている）．
中・高生用小学生用
理解度
＊p＜0.05
＊＊p＜0.01
1 年生 4年生 6年生 平均
0
1
2
3
＊
＊＊
図 2．各学年ごとの小学生用語句と中・高生用語句の理解度
の違い
1 年生と 4 年生は小学生用語句を有意に理解していた．
平均1年生 4年生 6年生
理解度
＊p＜0.05
小学生用 中・高生用
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る場合がある．
　関西電力供給地区の一般住民満 20 歳以上の男女
1,111 人に対して 2012 年 10 月，11 月に行われた調査
では，放射線に関する現状認識，イメージや知識，理
解度の状況などの項目を聞いている 34）．5 段階評価
（1〜5）で，知 識 が あ る ほ う（5 と 4）と の 回 答 は
28％ で，理由としては，事故後に増えたと回答した
人が 67％ にのぼり，今回の原子力発電所事故の影響
は福島周辺のみならず全国に広がっていることを示し
ている．知識に関しては，14 項目の質問に対する正
誤の回答で，平均 6.8 個（49％）の正答率であった
（表 3）．この項目は放射線の知識を調べるための代表
的な項目であり，さまざまなアンケートで用いられて
いる．「放射線が人体に与える影響を表す単位として
ベクレルが用いられる」（15％），「放射線の強さを表
す単位としてグレイが用いられる」（17％），「放射線
の進む方向は強い風によって変わる」（12％），「放射
線には人工的につくられるもの（人工放射線）と自然
界に存在するもの（自然放射線）がある．人体に受け
る放射線の種類や量が同じであっても，自然放射線と
人工放射線では影響は異なる」（15％）の正答率が
10％ 台と非常に低かった．これらの結果から放射線
に関しては，基礎的な知識に加え量的な内容について
の理解を深め，実践力を高めることが重要であるとし
ている．
　一般市民を対象とした放射線に関する講演会が
2014 年に福島県浪江町と青森県の弘前市，青森市，
八戸市の 3 市で行われた．講演会前にアンケート調査
が行われ，浪江町 125 人（平均年齢 69 歳），青森県
117 人（平均年齢 43 歳）が回答した 35）．その中で自
然放射線と人工放射線の違いが質問され，正答率は浪
江町で 39％，青森県で 60％ と関西地方の結果と比較
して有意に高い結果になった．原発事故の被災県と使
用ずみ廃棄物処理施設立地県の住民であることから，
日常的に放射線の知識を取得しようとしている結果と
考えられる．さらに講演会出席者というバイアスも影
響している．
　食品中の放射性物質などに関する意識調査が 20〜
60 代の男女を対象に 2017 年に，被災地域（岩手県，
宮城県，福島県，茨城県）と被災地産品の主要仕向先
である東京などの都市圏（埼玉県，千葉県，東京都，
神奈川県，愛知県，大阪府，兵庫県）の消費者を対象
として，インターネットにより行われ，5,176 名から
回答が得られた 36）．放射線の基礎知識の質問項目の
一つに，「放射性物質の種類（核種）により，放射線
には，透過力等が異なるα線，β線，γ線といった
種類がある」ことを知っていると答えた割合は 37％
だった．この調査は過去 9 回行われ 39％〜46％ の範
囲で変動していた．この割合は筆者らが行った歯学部
学生を対象とした副読本理解度のアンケート結果（表
1，2）からの推定値に近いので，一般平均としてはか
なり高い．被災地などの住民は，健康を非常に心配し
知識をつけているためである．東京圏ではホットスポ
ットや貯水場に混入し水道水への汚染が危惧された問
題で，一時的なパニック状態になりかけたこともあり，
住民達は放射線に対して非常に関心をもち知識をつけ，
高い数値になったと考えられる．東京都は事故直後か
ら継続した下水道の汚泥処理施設の敷地における空間
表 3．放射線に関する説明の正誤の質問事項
1．放射線を出す能力のことを放射能といい，放射能をもつ物質を放射性物質という
2．放射線には物質を透過する能力はない
3．放射線が人体に与える影響を表す単位としてベクレルが用いられる
4．放射性物質は病原菌のように伝染しない
5．放射能の強さを表す単位としてグレイが用いられる
6．私たちは宇宙や大地，食物などからも放射線を受けている
7．人体の外にある放射性物質からの放射線を受けることを「外部被ばく」といい，空気，水，食物などを摂取して体内に取
り込まれた放射性物質からの放射線を受けることを「内部被ばく」という
8．放射線を大量に受けると人体に異常を引き起こすので危険である
9．放射性物質の量は時間がたっても変わらない
10．放射線の進む方向は風によって変わる
11．放射性物質は地球ができた時から自然界に存在する
12．放射線は微量だが普通の食物の中からも出ている
13．放射線は微量だが常に人体からも出ている
14．放射線には人工的に作られるもの（人工放射線）と自然界に存在するもの（自然放射線）がある．人体に受ける放射線の
種類や量が同じであっても，自然放射線と人工放射線では影響は異なる
正答：1，4，6，7，8，11，12，13．
解説：2．ある（種類によって透過性は異なる），3．シーベルト，5．ベクレル，9．変わる（時間とともに減衰する），10．変
わらない（直進する），14．影響は同じ．
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線量率と放射能濃度を定期的に測定し公表してい
る 37）．事故直後（2011 年 5 月 19 日）は，空間線量率
が 0.08〜0.14μSv/時，131I が 34〜234Bq/kg，134Cs が
32〜1,450Bq/kg，137Cs が 39〜1,700Bq/kg であった．
最新のデータ（2017 年 10 月 27 日）では，それぞれ
0.04〜0.08μSv/時，不 検 出〜22Bq/kg，不 検 出〜
100Bq/kg，33〜860Bq/kg と事故後からかなり減っ
ている．
2．中学生
　千葉大学教育学部附属中学校 3 年生 78 人を対象と
して 2013 年に教育効果のアンケート調査が行われ
た 31）．その結果，放射線について人体への影響など
に関心があるが，実際の教育は放射線の性質や利用が
中心となっているという問題点が指摘されている．
　福岡教育大学附属中学校 3 年生（定員 120 人）を対
象として，副読本に関するアンケート調査が 2013 年
と 2014 年に行われた 6）．その中で，「放射線と放射能
の区別を説明できる」と回答した割合は，それぞれ
4％，7％ だった．受験が必要なため平均的な中学よ
り学力が高く，原発隣接県であるにもかかわらず低い
結果になった．今まで放射線教育を受けていないこと
を示していると考えられる．
　福島県では中学校 3 年生（7 校 819 人）を対象とし
て，2015 年にアンケート調査が行われた 11）．「放射線，
放射性物質，放射能の違いを知っていますか」という
問いに，「説明できるか，自信はないが説明できそう
だ」との回答割合は 36％ と福岡の結果より高かった．
福島県では事故後に放射線教育に非常に力を入れてい
る結果を反映していると考えられる．さらに，放射線
教育が必須でない小学校 6 年生（9 校 322 人）に対し
てのアンケート結果でも，ほぼ同様に 40％ がそのよ
うに回答したことも，初等教育からの放射線教育の充
実を裏づけている．
　事故前の 2005 年と 2006 年に鹿児島の原発立地地域
を除いた小学校 147 校，中学校 89 校（県内公立校の
児童・生徒数の 7 割）を対象にアンケート調査が行わ
れた 38）．「放射線と放射能の違い」がわかると答えた
割合は，小学 4，5，6 年生ではそれぞれ 3，4，7％ で，
中学 1，2，3 年生ではそれぞれ 10，8，12％ と低い値
だった．原発立地県にもかかわらず，事故前は放射線
教育が十分に行われていないと考えられる．
　愛媛県の伊方原発立地地域の公立中学校 2 校（238
人）と隣接の 2 校（652 人）でエネルギーに関するア
ンケート調査が 2007 年に行われた 39）．「放射線，放
射能という言葉を知っていますか？」の質問に対して，
「知っている」と答えた割合はそれぞれ 56％ と 41％
となり，有意に原発立地地域の生徒が理解していた．
　秋田県では県央部の中学生（4 校 179 人）を対象と
して，2011 年に放射線の学習に関するアンケート調
査が行われた 9）．α線，β線，γ線，X 線，電磁波の
語句を「同級生に説明できる」と回答した割合は，そ
れぞれ 2.2％，1.7％，2.8％，7.3％，7.8％ と低い値を
示した．「放射線と放射能の違い」を「同級生に説明
できる」と回答した割合は 5.6％ と低かった．事故直
後の調査結果のため，まだ放射線教育が行われていな
い状態であることを示していると考えられる．
　これらの結果から，事故前は放射線教育が義務化と
なっていないため，放射線に対する知識は原発立地地
域を除く大部分の地域でかなり低いことが示された．
事故後は原発とのかかわり合いによって放射線教育の
力の入れ方に差が出て，その結果知識に差が出ている．
3．高校生
　小・中学校と異なり放射線教育は物理で必須になっ
ている．知識を調べたアンケート調査はあまり行われ
ていない．事故の 9 年前（2002 年）に，「アジア原子
力協力フォーラム（ForumforNuclearCooperation
inAsia：FNCA）」の枠組みのもとでの多国間協力プ
ロジェクトの一つである “原子力広報” 活動の一環と
して，日本，中国，インドネシア，韓国，フィリピン，
タ イ お よ び ベ ト ナ ム の 7 ヵ 国 の 高 校 生 を 対 象 に
「FNCA 各国高校生の放射線についての知識，関心等
に関する合同アンケート調査」が行われた 40）．日本
では，首都圏の 8 高等学校（2 年生，普通科）を対象
として実施された．回答者は 1,156 名であった．放射
線に関する知識調査（6 問の正誤問題）の結果，「自
然放射線と人工放射線は性質が異なる」に対する正答
率 19.3％ から「放射線の強さは時間がたっても変わ
らない」の正答率 64.2％ まで大きく変動した．残り
の 4 つの設問は 40％ 以上の正答率であった．他国の
回答率は，日本と同様な傾向で，前述の最初の設問に
対する回答率はインドネシア 8.4％，中国 19.7％，フ
ィリピン 19.8％，タイ 22.0％，ベトナム 23.4％ と低
かった．しかし「放射線は微量だが普通の食物の中か
らも出ている」という設問に対して日本では 49.0％
であったが，ベトナムでは 19.9％ と最低となり，イ
ンドネシアでも 28.9％ とかなり低かった（表 4）．
　これらの結果（韓国は別のデータを参考値として記
載）をみると，アジアでは平均的にフィリピンがもっ
とも知識が高いことが示された．低いのはインドネシ
アである．他の国に関しては，平均的には日本とそれ
ほどかわらないが，内容的には異なっている．とくに
食物からの放射線の質問では，日本とフィリピンが高
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いが，他の国は低い．このことは食物に対する関心度
の違いが現れていると考えられる．値からみると，回
答は二者択一のため知識に関係なく平均は 50％ 前後
となるため，日本を含めてアジアの国の高等教育にお
ける放射線教育は不十分と考えられる．日本では
1989（平成元）年の高等学校指導要領の変更に伴い，
放射線や X 線の記述が削除され，各教員が原子力の
中で放射能にふれることとされた．これにより，放射
線の教育は不十分になっている．それがこの正答率に
反映されていると考えられる．正答率が 20％ 未満の
項目がみられたことは、誤った知識を身につけている
と考えられ，正しい教育が速やかに行われる必要があ
る．
4．大学生
　1998〜2002 年に京都の 3 大学に入学した学生 284
人（回収率 76.4％）に放射線などへの知識の形成過程
のアンケート調査が行われた．「放射線と放射能の違
いがわかりますか」という質問に，わかる人はわずか
5％ と非常に低かった 41）．3 大学のうち 2 大学は文系
学部のため，通常よりもより低くなったと考えられる．
　「原発事故関連の教育課程づくり」のアンケート調
査が 2011 年 4 月と 9 月に実施された．「教育課程論」，
「理科教育概論」などの教職科目を履修している近畿
地方の 3 大学生約 300 人が対象であった．8 項目の原
子力や放射線に関する質問が行われ，放射線はなにか
を説明する問では，正解率は文系学部 0％，理系学部
5％ とほとんど理解されていなかった．1970 年代まで
は中学校で教えていた「元素の種類」，「同位体」，「原
子の構成粒子」，「質量数」の説明に対する正解率は，
それぞれ文系学部では 8％，2％，6％，4％，理系学
部でも 11％，68％，43％，27％ と低く，基本的な理
解が得られていないことが示された 42）．
　教師を志望する学生と教師以外を志望する学生の
「原子力発電，放射線，エネルギー・環境問題」につ
いての意識調査が 2013 年に行われ，愛知県（浜岡発
電所の隣接県）にある東海学園大学 400 人および近隣
の国立大教育系学生 64 人，私立教育系短大学生 27 人，
計 491 人（教師志望 253 人）からの回答が得られた．
質問の中で「小学校の先生だったら，原子力発電・放
射線を教える知識はありますか」との問いに，十分あ
るまたは少しあると答えた人は教員志望で 17％，そ
れ以外では 9％ と低かった 43）．
　2015 年に千葉大学の放射線の知識をもつ必要があ
る職を養成している各学科（養護課程，理学専修，医
学，健康スポーツ学）の学生 377 人に放射線知識状況
アンケート調査が行われた 44）．「X 線とγ線の本体は
いずれも電磁波である」の正答率はそれぞれ 47.1％
73.3％ 57.5％ 51.7％ であった．理学専修の学生は高
校で習った放射線の知識を維持していたが，二者択一
の質問なので，それ以外の学生はほとんど覚えていな
いと考えられる．
　これらのアンケート調査の結果から，放射線や物理
などの理系専攻以外の大学生は，小学生用副読本で知
るべき放射線の知識をもち合わせていないことが示さ
れたと考えられる．
5．医療従事者
　医療従事者は診療において X 線を主として放射線
を直接または間接的に取り扱う可能性があることから，
放射線に対する知識は一般人と比べて高い．看護師を
対象とした放射線知識のアンケートは多くみられるが，
そのほかの職種は少ない．
　事故直後の 2011〜2014 年までの，臨床研修医オリ
エンテーション受講者 163 人に対しての放射線の理解
に対するアンケートが行われ，10 問の正誤問題が出
題された 45）．研修医は放射線医学の講義を在学中に
受講し，今回の放射線業務従事者としての教育訓練
表 4．アジア諸国の放射線に関する知識の正答率（％）［文献 40 から引用］
質問事項
国　名
CHN INA JPN PHI THA VIE KOR
1．放射線を出す物質は地球ができたときから自然界
に存在する
68.2 80.8 62.7 60.7 53.9 74.4 35.0
2．放射線の強さは時間がたっても変わらない 60.2 46.1 64.2 68.3 62.0 51.9 49.0
3．放射線は微量だが普通の食物の中からも出ている 31.1 28.9 49.0 50.4 39.7 19.9 36.0
4．放射線の進む方向は強い風によって変わる 34.9 34.7 50.3 56.7 54.9 54.3 49.0
5．自然放射線と人工放射線はその性質が異なる 19.7 8.4 19.3 19.8 22.0 23.4 49.0
6．放射線は微量だが常に身体からも出ている 52.4 53.8 41.9 56.1 52.3 51.5 11.0
平均値 44.4 42.1 47.9 52.0 47.5 45.9 38.2
CHN：中国，INA：インドネシア，JPN：日本，PHI：フィリピン，THA：タイ，VIE：ベトナム，KOR：韓国（参考値）．
正答：1，3，6．
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（表 5）を受けたにもかかわらず，「X 線照射室では，
照射後短時間の間，放射線が残存している」という設
問の正答率は約 59％ と低かった．「β線の本体は電
子である」では約 74％，「X 線とγ線の本体は，いず
れも電磁波である」78％ とそれほど高くはなかった．
これらのことから，研修医は放射線に関心が薄く，知
識は十分とはいえないと考えられる．
　看護師に関しては，病院内で放射線に接する機会が
多いにもかかわらず，放射線に対する基礎的な知識は，
多くのアンケート調査で十分ではないと思われること
が指摘されている 46〜49）．これらの報告の結果，放射
線に関する知識は不十分であり，今後の教育のあり方
が問題となっている．
　九州地方の特定機能病院に勤務する看護師 677 人
（回答率 58％）を対象に 2013 年に放射線診療に関連
したアンケート調査が行われ，放射線の知識が調べら
れた．「自然放射線について知っているか」で「はい」
と答えた割合は 43.5％，「放射線の性質と単位」で
「よく知っている・少し知っている」と答えた合計割
合は 21％ と，放射線に関する知識は低いことが示さ
れた 46）．
　鹿児島県（川内原発立地）の全保健師 462 人（回収
率 48.1％）を対象に，放射線に関する知識の必要性に
ついて郵送によるアンケート調査が 2014 年に行われ
た 47）．放射線の知識に関する 9 項目の質問の中で，
「自然放射線」は 72％ であったが，「放射線と放射能
の違い」は 47％，「放射線の種類」は 59％ と低くな
った．通常のアンケート項目にはない「確定的影響の
しきい値や放射性セシウムの規制値」，「日本の食品中
の放射性セシウムの規制値」に関しては，知っている
と答えた割合は，それぞれ 9.5％ と 6.3％ と非常に低
かった．原子力発電所の立地県であるが，知識が不十
分であることを十分に理解していることから，日常，
非日常に活かせる放射線教育が必要であると結論づけ
ている．また勤務場所や業務内容によって理解度が異
なることも判明した．
　事故前にも看護師を対象とした放射線に関するアン
ケート調査が行われていた．宮城県の病床数 450 の救
表 5．放射線業務従事者の教育
1．放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則における教育訓練
　第 21 条の二
一　管理区域に立ち入る者（第二十二条の三第一項の規定により管理区域でないものとみなされる区域に立ち入る者を含
む．）及び取扱等業務に従事する者に，次号から第五号までに定めるところにより，教育及び訓練を行うこと．
二　放射線業務従事者に対する教育及び訓練は，初めて管理区域に立ち入る前及び管理区域に立ち入った後にあっては一年
を超えない期間ごとに行わなければならない．
三　取扱等業務に従事する者であって，管理区域に立ち入らない者に対する教育及び訓練は，取扱等業務を開始する前及び
取扱等業務を開始した後にあっては一年を超えない期間ごとに行わなければならない．
四　前二号に規定する者に対する教育及び訓練は，次に定める項目について施すこと．
　　　イ　放射線の人体に与える影響
　　　ロ　放射性同位元素等又は放射線発生装置の安全取扱い
　　　ハ　放射性同位元素及び放射線発生装置による放射線障害の防止に関する法令
　　　ニ　放射線障害予防規程
五　前号に規定する者以外の者（第二十二条の三第一項の規定により管理区域でないものとみなされる区域に立ち入る者を
含む．）に対する教育及び訓練は，当該者が立ち入る放射線施設において放射線障害が発生することを防止するために必要
な事項について施すこと．
2　前項の規定にかかわらず，同項第四号又は第五号に掲げる項目又は事項の全部又は一部に関し十分な知識及び技能を有
していると認められる者に対しては，当該項目又は事項についての教育及び訓練を省略することができる．
3　前二項に定めるもののほか，教育及び訓練の時間数その他教育及び訓練の実施に関し必要な事項は，原子力規制委員会
が定める．
　補足）原子力規制委員会による教育訓練時間
　　　　イ：30 分，ロ：4 時間，ハ：1 時間，ニ：30 分
2．電離則の特別の教育
（透過写真撮影業務に係る特別の教育）
第 52 条の五　事業者は，エックス線装置又はガンマ線照射装置を用いて行う透過写真の撮影の業務に労働者を就かせると
きは，当該労働者に対し，次の科目について，特別の教育を行わなければならない．
一　透過写真の撮影の作業の方法
二　エックス線装置又はガンマ線照射装置の構造及び取扱いの方法
三　電離放射線の生体に与える影響
四　関係法令
　補足）厚生労働省による時間
　　　　一：1 時間 30 分，二：1 時間 30 分，三：30 分，四：1 時間
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急告示病院の看護師 305 人（回答率 70.8％）を対象と
し，2008 年に放射線教育に関するアンケート調査が
行われた 48）．「放射線にはいろいろな種類があること
を知っていますか」という質問で「はい」と答えた割
合は 24.5％ と低かった．
　近畿地方の総合病院に勤務する看護職 350 人（回収
率 82.9％）での 2005 年の放射線に関する知識アンケ
ート調査の結果では，「放射線の性質と単位」をよく
知っている・少し知っていると答えた人の合計はわず
か 8％ と非常に低かった．放射線に関する教育の要望
に対して，「受けたい」と答えた人は 212 人（76.8％）
と多くの人が望んでいた 49）．
　医師は学部で放射線教育を受けている．千葉県の小
児科医を対象として 2015 年に行われたアンケート結
果では，「自然放射線も人工放射線もその生物学的作
用は同じである」，「致死量の放射線照射直後のマウス
を手にもっていても被曝の心配はない」の各問いに対
しての正答率は 6 割で，4 割の医師が被曝を心配して
いることが問題であると指摘している 50）．
　さらに放射線の生体影響に関する記述は，本論文で
は省略しているが，放射線の専門家，医師，看護師や
放射線診療技師においても，基本的知識が不足してい
ることも指摘されている 48）．
Ⅶ．初等・中等教育における放射線教育の現状
1．中学校教員
　全国中学校約 5,001 校の中学校理科教員を対象にア
ンケート調査が 2008 年に行われた（回収率 23％）10）．
放射線について教えたことがない人は 56％ で，実
習・実験をしない人は 83％，学校で放射線を習って
いないか・記憶がない人は 46％ であった．特徴的な
ことは，「教えないほうがよい教え方をした」と答え
た人が 7％ いた．すなわち正しく教えられた人は
35％ と少なかった．中学生に教える内容はそれほど
むずかしくはないが，この割合から考えると放射線に
対する知識不足と自分自身が学ぶ場が提供されていな
いことが問題であると考えられる．このアンケートは
全国の中学校教員を対象としているが，回収率が
23％ と低いので，全体としては放射線教育があまり
されておらず，大多数の中学校教員が放射線教育を行
うのに問題があると考えられる．しかし地域別にみる
と，原子力発電所立地県では状況が異なることも報告
されている 7〜9）．
　島根原子力発電所がある島根県内 105 校の理科の中
学校の教員 236 人（回収率 46.6％）を対象に，2012
年にアンケートが行われた 7）．放射線に関する理解度
に関する問で「まあまあ理解している」，「十分に理解
している」の割合が 75.5％ という高い値を示したが，
この理由として放射線の授業の教材として，講演会や
研修会からの情報を利用している割合が 26.7％ と，
インターネット（27.2％）に次いで 2 番目となってい
るように，積極的な姿勢で取り組んでいるためと考え
られている．また県としても原子力推進のために，エ
ネルギーや放射線教育に力を入れていると考えられる．
　反対に原子力発電所がない岐阜県の理科専門の現職
教員 76 人（小学校 22 人，中学校 38 人，高等学校 16
人）に対して，2014（平成 26）年度の教員免許状更
新講習時に教育経験と意識について，質問紙による調
査が実施された 8）．放射線を授業で扱った経験あると
答えた割合は 24％，放射線を学習した経験は 48％ と
低かった．放射線教育の不安に対して「かなりそう思
う」と「ややそう思う」の割合はそれぞれ 63％，
22％ と大部分の教師が，放射線教育ができそうもな
いと感じている．この結果は前述の全国の中学校教員
のアンケート調査結果と一致している．
　原発とはあまり関係がない秋田県の全中学校，全理
科教員 282 人（回収率は 52.8％）を対象に，2011 年
に放射線の指導に関するアンケート調査が行われた 9）．
X 線，電磁波，放射線と放射能の違いを「中学生に
説明できる」と回答した割合は，それぞれ 52.3％，
54.4％，63.8％ とそれなりの値を示した．中学校の放
射線教育で使用した教材としては，大部分の教員は教
科書を用いたが（72％），副読本で教育した教員もわ
りと多かった（20％）．同時に行われた中学生のアン
ケート結果（前述）では，それらの知識がかなり低か
ったことを考えると，これから放射線教育の効果が期
待できる．
2．高校教員
　高校教員を対象とした放射線教育のアンケート調査
はあまりみられない．高校では，物理で多かれ少なか
れ放射線の項目が必ず含まれていたため，それほど関
心がもたれなかったと考えられる．
　全国高校約 6,000 校のうちの 3,000 校の理科教員を
対象にアンケート調査が事故前の 2009 年に 1 回目，
2010 年に 2 回目が行われた 51，52）．1 回目では 614 人
（回収率 20％），2 回目では 402 人（回収率 16％）の
回答が得られた．「放射線や放射能について授業で教
えている人」は 1 回目のとき 89％ で，内容としては
放射線の性質（61％），放射線の利用（56％），自然放
射線・放射能（45％）と広い範囲の中で一部分だけし
か教えていないことが示された．2 回目でも 90％ の
回答があった．授業時間については，1 回目は，1 時
240 お茶の水醫學雑誌 Vol. 66, No.2, October 2018
間以内が 40％，1〜3 時間が 44％ と授業時間が少なか
ったが，2 回目では，それぞれ 45％ と 45％ で，ほぼ
同様な傾向になった．中学校の教育指導要領の変更
（平成 23［2011］年度施行）で，「放射線の性質と利
用にもふれること」が復活したことに関しては，知ら
なかったと答えた人が 1 回目では 74％ と非常に高か
ったが，2 回目では 70％ と少し改善された．またそ
のことで「授業に変化が起こると思いますか」という
質問には，「かわらないと思う」（1 回目 67％）と答え
た人が大部分であった．1 回目では原子力・放射線の
学習における外部協力や支援を受けた割合は 12％ で，
2 回目では設問が少しかわり，受けたい割合は 40％
であった．4 割の人が受けたいと考えているというこ
とは，自分の知識だけで教えるのがむずかしいと考え
ている人が少なくとも 4 割はいると考えられる．実際
に実行している人はそのうちの 1/3 に満たないことが
わかった．さらに，アンケートの回収率が低いため，
実際には放射線教育に対して十分な知識をもって教え
られる教員数は，さらに少ないと考えられる．また，
多くの教員が外部からの協力を得たいと考えているこ
とから，協力できる機関や専門家の集団はこれらの事
実を把握し，高校との協力関係を深め，放射線教育に
積極的に取り組むべきである．
　事故後の 2013 年に兵庫県の高等学校実習教員に対
して物理実験の実施に関するアンケート調査が行われ
た 53）．82 校の回答から，新課程「物理基礎」（2 単
位）で放射線に関する実験を行ったのはわずか 2 校で
あった．実験内容は，霧箱による放射線観察と測定器
を用いた放射線測定であった．
Ⅷ．放射線業務従事者における放射線教育
　医療現場では，日常的に放射線を取り扱う．放射線
は使用法によっては，人体に障害をもたらす可能性が
あることから，放射線を発生する機器や使用にあたっ
ては，法律で厳格に定められている．
1．放射線の定義
　物理学的定義では放射線は電磁放射線であり，電離
放射線と非電離放射線として分類されている（表 6）．
一般的に人々が使用している放射線はこのうち電離放
射線を示している．電磁放射線は電離放射線と非電離
放射線に分けられているが，総務省の定義では電離放
射線は空気を電離させることができ，3×1015Hz（波
長 100nm）を超える周波数を有するとしている 54）．
それ以下の周波数のものは非電離放射線と分類され，
紫外線の一部，可視光線，赤外線，電波などが含まれ
る．しかし分類によっては X 線と紫外線を異なった
ものとし，前者は電離放射線，後者は非電離放射線と
している．周波数が高いということは，［光のエネル
ギー＝プランク定数×周波数］の式で表されるように，
周波数に比例（波長に反比例）してエネルギーが大き
くなる．このエネルギーにより人体を構成している細
胞内の DNA の二重らせんが切断され，修復が不完全
であると発がんなどが発生するといわれている．一般
的には，非電離放射線はこのような人体への影響はな
いとされているが，科学的にはまだ証明されていない．
　法律では，物理学的な分類とは異なる．医療に関係
する放射線関連の法律としては，「放射性同位元素等
による放射線障害の防止に関する法律」（一般的には
放射線障害防止法と呼ばれている），「電離放射線障害
防止規則」（電離則），「医療法」，「医薬品，医療機器
等の品質，有効性及び安全性の確保等に関する法律」
（薬機法）の 4 つがある 55）．放射線の語句は「核燃料
物質，核原料物質，原子炉及び放射線の定義に関する
政令」の第 4 条（放射線）で定義されている．そして
原子力基本法第 3 条第 5 号により放射線が定義される．
その後放射線障害防止法第 2 条の中で，「放射線」と
は，原子力基本法第 3 条第 5 号に規定する放射線をい
う，と定められる（表 7）．重要なことは，医療上の
X 線は，法律上の放射線には含まれていない．法律
上は，1MeV 以上のエネルギーでない X 線は放射線
扱いとはならない．この値は電子対生成が起きる閾値
（1.02MeV）を基準としている．診断用の X 線発生装
置は最大で 150kV（JIS4703 医用 X 線高電圧装置通則
により形式認定装置ごとの公称最高管電圧が規定され
ている）であり，エネルギー的には最大で 150kV し
か発生しないので，法律上は放射線に含まれず，すべ
て X 線扱いとなる（悪性腫瘍の放射線治療に用いる
放射線発生装置から発生される数 MeV の X 線は放射
線扱い）．X 線装置は，医療法施行規則第 24 条 2 で，
定格出力の管電圧が 10kV 以上であり，かつ，その有
表 6．放射線の分類
1．電離放射線
　直接電離放射線（荷電粒子線）
　　α線，β線，陽子線など
　間接電離放射線
　　非荷電粒子線
　　　　中性子線，π0 中間子線，ニュートリノなど
　　電磁波（電磁放射線）
　　　　γ線，X 線
2．非電離放射線
　電磁波
　　電波，赤外線，可視光線，紫外線など
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するエネルギーが 1 メガ電子ボルト未満のものと定義
されている．
2．医療従事者の教育
　事業主は放射線や X 線を扱うものに対して，教育
を受けさせなければならないことが法律で定まってい
る．それにより病院で勤務する医師，歯科医師，診療
放射線技師が X 線装置などを扱うには，教育を受け
る必要がある．一定以上の放射線量を超える可能性が
ある区画（管理区域：医療法 30 条 26 の 3 項，電離則
第 3 条，放射線障害防止法第 1 条）に立ち入る前に，
決められた科目を一定時間以上，受講する必要がある．
これら管理区域に立ち入るものは診療放射線従事者
（医療法施行規則 30 条 18）または放射線業務従事者
（放射線障害防止法施行規則第 1 条 8，電離則第 4 条）
と定義されている（表 5）．
　X 線（政令で定められた）を扱う場合には，医療
法と電離則が，放射線や放射性同位元素など（政令で
定められた）を扱う場合には，さらに放射線障害防止
法が適用される．放射線業務従事者が受講する教育内
容と教育時間は，法令によって定められている．医療
法に関しては，教育受講のための規定はないが，電離
則の適応を受けるので，教育が必要となる．電離則だ
けの適用では，管理区域に立ち入る前に 1 回のみの受
講でよいが，放射線障害防止法が適用となると，毎年
の教育訓練の受講が必要となる（表 5）．
　管理区域に立ち入るには，教育だけではなく健康診
断の受診も必要となる（電離則第 56 条，放射線障害
防止法 23 条）．さらに被曝線量を測定するために，個
人線量計を装着しなければならない
3．医科・歯科での X 線装置利用状況
　2014 年の厚生労働省の報告によると歯科医師では，
歯科医師数 108,465 人中 96,575 人（89.0％）と大部分
が歯科診療所に従事している．歯科診療の形態から，
歯科診療所には X 線装置が必ず設置され，歯科医師
が自分で撮影を行っている．しかし医師では，医師数
340,964 人中 130,678 人（38.3％）が一般診療所に従事
している 56）．2005 年では，一般診療所における単純
X 線撮影施設数は 45,525（46.7％）であったが 57），
2008 年以降では，単純 X 線撮影施設数の項目は削除
され，CT だけになった．2014 年の CT 検査施設数は
5,360（5.3％）と診療所数に対してかなり少ない．ま
た多くの診療所で，診療放射線技師も撮影しているこ
となどから考えると，医師自身が X 線撮影を行う割
合は，まれであると考えられる．病院における放射線
科医も大部分は診断に従事し，撮影は診療放射線技師
が行っている．すなわち医師と歯科医師では X 線撮
影に対する関心度が異なっている．学生でも歯科学生
は，放射線を身近なものと考える傾向にある．その結
果，医療従事者では，診療放射線技師についで歯科医
師が放射線に対する知識が高いと考えられる．
表 7．法令における放射線の定義
1．核燃料物質，核原料物質，原子炉及び放射線の定義に関する政令
　第 4 条（放射線）
　　原子力基本法第 3 条第 5 号の放射線は，次に掲げる電磁波又は粒子線とする．
　（1）アルファ線，重陽子線，陽子線その他の重荷電粒子線及びベータ線
　（2）中性子線
　（3）ガンマ線及び特性エックス線（軌道電子捕獲に伴って発生する特性エックス線に限る）
　（4）1 メガ電子ボルト以上のエネルギ一を有する電子線及びエックス線
2．原子力基本法
　（定義）
　第 3 条　この法律において次に掲げる用語は，次の定義に従うものとする．
　五　「放射線」とは，電磁波又は粒子線のうち，直接又は間接に空気を電離する能力をもつもので，政令で定めるものをいう．
3．放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律
　（定義）
　第 2 条
　　この法律において「放射線」とは，原子力基本法第三条第五号に規定する放射線をいう．
4．電離放射線障害防止規則
　第 2 条　この省令で「電離放射線」（以下「放射線」という）とは，次の粒子線又は電磁波をいう．
　一　アルフア線，重陽子線及び陽子線
　二　ベータ線及び電子線
　三　中性子線
　四　ガンマ線及びエックス線
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Ⅸ．医学部，歯学部の放射線教育
　徳島大学医学部医学科学生は臨床実習で放射線管理
区域内での実習を必修としている分野（消化器内科学，
消化器・小児外科学，脳神経外科学，放射線科学，産
科婦人科学，心臓血管外科学，循環器内科学）がある
ため，法定に定められた放射線業務従事者の教育訓練
を受講している．放射線科学の臨床実習は 5 日間の
40 時間が必須となっている．
　看護学専攻は正規の放射線関連の講義は行っていな
い．3 年生で選択科目として放射線衛生学が 1 単位あ
り，授業の概要としては放射線の生物学的影響，国際
放射線防護委員会勧告およびわが国の防護関係法令，
自然放射線被曝，医療被曝，職業被曝さらに公衆・職
業人に対する放射線影響について考え，不必要な放射
線被曝を避ける方策について学ぶことである．選択者
は毎年 1 人か 2 人である．
　歯学部歯学科では臨床にあがる前に歯科放射線学の
30 時間の講義と 32 時間の基礎実習が必須となり，そ
の後，歯科放射線科で 15 時間の臨床予備実習と 36 時
間の臨床実習が必須となっている．
　全国の医学部（医科および看護学科）をみても，放
射線に関する教育は同様であると考えられる．しかし
歯学部では講義や基礎実習の教育時間は同様であるが，
基礎実習と臨床実習の教育時間は大学により大きく異
なっている．歯学部で放射線教育の時間が長いのは，
かつての歯科医師国家試験で歯科放射線学が単独科目
として必須問題となっていたことによる．現在では，
単独科目としての項目はなくなり，総合的な分類とな
ったが，その中に各科の問題が含まれている．さらに，
領域がまたがる複合問題も出題されている．以前の医
師国家試験では放射線科目は必須ではなく，選択科目
であった．現在では歯科医師国家試験と同様に科目ご
との試験ではなく，すべての科目を取り混ぜた総合問
題形式となり，具体的な科目名はない．以前の出題基
準や学ぶべき科目数の違いから学部での放射線教育時
間に大きな差が出ていると考えられる．看護師国家試
験では，出題基準に放射線関連の内容は含まれていな
いため，大部分の大学で放射線教育を行っていない．
これは 1996 年の指定規則の改正のおりに，放射線に
関する教育科目はなくなったためである．
Ⅹ．ま　と　め
　日本のエネルギー政策として原子力推進を図るため
に，約 30 年ぶりの放射線教育の復活を試みた，正に
そのとき，福島第 1 原子力発電所の事故が起き，多量
の放射性同位元素が大気中に放出され全国にばらまか
れた．今まではあまり放射線障害の問題は取り上げら
れなかったが，放射性同位元素が食品や飲料水に含ま
れたことで，全国的に大問題になった．その結果，日
本の電力政策の施行に障害が及んだ．現在でも電力の
主軸をなす原子力発電所の大部分は停止したままであ
る．このような問題が発生したとき，放射線に関する
相談相手として適切なものは医療従事者であることも
判明した．このように放射線の利益と問題点が明らか
になり，国民が非常に関心をもつ世の中になってきた
ため，医療従事者としてさらなる放射線の正しい知識
をもつべきである．とくに国民が期待していることは，
放射線の人体への影響に関する事柄である．初等・中
等教育における現在の放射線教育はアンケート調査の
結果から，原子力発電所の立地関係や今回の事故の影
響度の違いにより，教育の力の入れ方が大きく異なっ
ていることが判明した．このような地域格差を考慮し
た教育や教育者の育成にも十分に手を差し伸べる必要
がある．
（本研究は JSPS 科研費 JP16K11508 の助成を受けたもの
です）
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Currentstatusandhistoryofradiationeducation；
consideringtheFukushimaDai-ichinucleardisaster
MidoriYoshida,EiichiHonda
DepartmentofOral&MaxillofacialRadiology,
InstituteofBiomedicalSciences,
UniversityofTokushimaGraduateSchool
Summary
Since theFukushimaDai-ichinucleardisaster in 2011, Japanesepeople’s interest in radiationhas
dramaticallychanged．After the incident,mostnuclearpowerplantswere switchedoff and they
havenotyetresumedoperation．ThishasforcedtheJapanesegovernmenttoaltertheelectricen-
ergypolicy．Althoughtheenergypolicyisdependentonpublicopinion,thegeneralpublichaslittle
knowledgeofradiationandatomicpower,becauseradiationeducationhasnotbeentaught inele-
mentaryorsecondaryschoolsforapproximately30years．Hence,thegovernmenthascreatedtwo
supplementarytextsonradiation—oneforelementaryschoolstudents,andtheotherformiddleand
highschoolstudents．Asradiationexperts,however,wefelt thatmanyphrasesused inthetexts
weretoodifficult,andtherefore,welaunchedasurveytogaugedentalstudents’understandingof
thetexts,asdentalstudentswillroutinelyuseX-raysaspartoftheirwork．Thesurveyrevealed
thatthedentalstudentsdidnotfullyunderstandthephrasesinthesupplementarytextforelemen-
taryschoolstudents．Thus,themethodofradiationeducationneedstoberethought．Furthermore,
reports on the radiation knowledge questionnaire helped us realize that radiation knowledge is
scarceamonghighschoolanduniversitystudents．Therewerepreviouslyveryfewteacherswho
could teach about radiation in junior-high andhigh schools, and this skill is highly desired．The
purposeofthereviewistoreconsiderthehistoryofJapaneseradiationeducationinelementaryand
secondaryschools,toupdatethecurrentstatusofpublicknowledgeofradiation,andtoexplainthe
statusofradioisotopesintheFukushimaDai-ichinucleardisaster．
Key words：ministry’s curriculum guideline, questionnaire, dental student，radiation education,
supplementaltext
